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ち
ょ
っ
と
待
っ
た「戦
争
法
制
」二度と戦争に加担しない自治体労働者は

　安倍政権は5月14日、憲法違反の集団的自衛権の法制化、海外派兵恒久法の制定などを主な内容とする
「戦争法制(安保法制）」を閣議決定し、翌日に国会へ提出しました。会期延長も視野に今国会で成立させると
しています。自治労連は結成以来、「地域住民の繁栄なくして自治体労働者の幸福はない」「住民に二度と赤
紙は配らない」の立場で憲法をいかす運動をすすめてきました。「戦争する国づくり」を許さず、住民のいのちや
くらしを守るために戦争法制反対の声を大きくし、職場や地域で宣伝や署名をさらに広げていきましょう。

存立危機事態？
中身は秘密

勝手な約束

戦争法制
学習討議資料

自治体が戦争の
協力体制に 日本が

戦争する国に



2015年6月１日

安倍政権がねらう
「戦争法制」とは何か?

憲
法
違
反
の
集
団
的

自
衛
権
の
法
制
化

　
戦
争
法
制
の
中
心
で
あ
る

「
集
団
的
自
衛
権
の
行
使
」

は
、
日
本
が
攻
撃
さ
れ
て
い

な
く
て
も
、
米
軍
が
攻
撃
さ

れ
れ
ば
、
日
本
も
一
緒
に

な
っ
て
武
力
行
使
を
す
る
と

い
う
こ
と
。
こ
れ
ま
で
の
自

民
党
政
権
も
憲
法
違
反
と
し

て
き
た
概
念
で
す
。
し
か

も
、
中
東
地
域
で
米
軍
が
先

制
攻
撃
を
し
か
け
た
場
合
で

あ
っ
て
も
、
集
団
的
自
衛
権

が
発
動
さ
れ
う
る
と
し
て
い

る
の
で
す
か
ら
、
日
本
の
防

衛
と
は
ま
っ
た
く
無
関
係

で
、
逆
に
米
軍
の
先
制
攻
撃

を
助
長
す
る
も
の
で
す
。

自
衛
隊
の
米
軍
へ
の

協
力
を
地
球
規
模
に
拡
大

　
い
つ
で
も
地
球
上
の
ど
こ

に
で
も
自
衛
隊
の
派
兵
を
可

能
と
し
ま
す
。
し
か
も
こ
れ

ま
で
は
戦
闘
地
域
で
は
な

い
、
安
全
な
場
所
で
の
水
・

食
料
の
補
給
な
ど
に
限
定
さ

れ
て
い
た
活
動
を
、
い
つ
相

手
国
か
ら
の
攻
撃
を
受
け
る

か
わ
か
ら
な
い
危
険
な
戦
闘

地
域
で
の
、
武
器
・
弾
薬
の

提
供
、
戦
闘
機
へ
の
給
油
な

ど
を
可
能
と
し
ま
す
。
ま

た
、
紛
争
地
域
で
の
武
器
使

用
を
伴
う
治
安
維
持
活
動
も

で
き
る
と
し
て
お
り
、
自
衛

隊
が
戦
闘
に
巻
き
込
ま
れ
る

危
険
が
飛
躍
的
に
高
ま
り
ま

す
。

「
海
外
で
戦
争
す
る
国
」め
ざ
す

明
文
改
憲
ね
ら
う
安
倍
政
権

　
自
衛
隊
は
こ
れ
ま
で
海
外

に
派
遣
さ
れ
る
こ
と
は
あ
っ

て
も
憲
法
9
条
の
も
と
で
一

人
も
殺
さ
ず
、
殺
さ
れ
る
こ

と
も
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

し
か
し
、
こ
の
「
戦
争
法

制
」
が
成
立
す
れ
ば
、
日
本

は
「
海
外
で
ア
メ
リ
カ
と
一

体
と
な
っ
て
戦
争
す
る
国
」

に
な
っ
て
し
ま
う
の
で
す
。

　
も
ち
ろ
ん
、
こ
れ
ら
の
法

制
は
憲
法
違
反
で
す
。
と
こ

ろ
が
安
倍
政
権
は
憲
法
9
条

を
変
え
て
し
ま
う
策
動
も
強

め
、
来
年
夏
の
参
議
院
選
挙

後
に
改
憲
の
発
議
を
行
う
具

体
的
日
程
ま
で
描
い
て
い
ま

す
。

　
中
東
地
域
で
の
度
重
な
る

紛
争
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う

に
、
武
力
で
平
和
は
つ
く
れ

な
い
こ
と
は
明
白
で
す
。

　
世
論
調
査
（
朝
日
新
聞
５

月
19
日
付
）
に
よ
れ
ば
、
戦

争
法
案
の
「
今
国
会
成
立
は

必
要
な
い
」
60
％
、
安
倍
首

相
の
「
日
本
が
米
国
の
戦
争

に
巻
き
込
ま
れ
る
こ
と
は
絶

対
に
あ
り
え
な
い
」
と
の
説

明
に
「
納
得
で
き
な
い
」

68
％
、
集
団
的
自
衛
権
法
制

化
に
「
反
対
」
43
％
（
賛
成

は
33
％
）
、
後
方
支
援
の
地

理
的
制
約
を
な
く
す
こ
と
に

「
反
対
」
53
％
と
、
国
民
の

多
数
も
戦
争
法
制
に
反
対
や

強
い
危
惧
の
念
を
抱
い
て
い

ま
す
。

　
宣
伝
や
署
名
、
多
彩
な
と

り
く
み
に
よ
る
大
き
な
世
論

で
安
倍
政
権
を
地
域
か
ら
包

囲
し
、
戦
争
法
制
や
改
憲
策

動
を
ス
ト
ッ
プ
さ
せ
ま
し
ょ

う
。

武力で平和はつくれない
世論は反対が多数　

「戦争する国づくり」許さない「戦争する国づくり」許さない
私たち自治体労働者は住民のいのち・くらし守ることが仕事です

世論で安倍政権を包囲しよう
　
現
在
の
有
事
法
制
に
お
い

て
も
、
自
治
体
は
国
の
要
請

に
よ
り
、
医
療
従
事
者
、
土

木
作
業
従
事
者
、
運
転
手
等

へ
の
業
務
従
事
命
令
を
発
す

る
ほ
か
、
空
港
・
港
湾
の
使

用
、
人
員
及
び
物
資
の
輸

送
、
給
水
、
医
療
機
関
へ
の

患
者
の
受
入
、
地
方
公
共
団

体
の
有
す
る
物
品
の
貸
与
等

を
は
じ
め
あ
ら
ゆ
る
場
面

で
、
戦
争
に
協
力
す
る
こ
と

が
明
記
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
具
体
化
す
る
こ

と
の
な
か
っ
た
こ
れ
ら
の
し

く
み
が
、
戦
争
法
制
の
成
立

に
よ
り
現
実
の
も
の
と
な
り

ま
す
。

　
住
民
の
福
祉
の
増
進
を
図

る
こ
と
を
基
本
的
責
務
と
す

る
自
治
体
が
、
住
民
生
活
よ

り
も
米
軍
支
援
を
優
先
さ
せ

ら
れ
、
戦
争
遂
行
の
末
端
組

織
に
変
質
さ
せ
ら
れ
て
し
ま

う
の
で
す
。

　いまほど憲法がないがし
ろにされていることはあり
ません。安倍首相のいう
「積極的平和主義」の内容
は積極的軍事介入です。政
府の言葉にだまされてはい
けません。憲法前文では
「日本中で自由と人権が保
障される。政府の行為によ
って二度と戦争をしない」と書いています。私たちは
そのために具体的に行動し、声をあげることが大切で
す。 　　　　（2015年5月1日　中央メーデーにて）

伊藤塾塾長、弁護士、
日弁連憲法問題対策本部副本部長

伊 藤　真さん

自治体も米軍の戦争支援に
協力、住民のくらしも犠牲に
自治体の仕事が変えられる

たたかいのスケジュール 「
戦
争
法
制
」阻
止
へ

6月　4日　
国会前行動（18時30分～19時30分）
6月　9日　9の日宣伝
6月11日　
国会前行動（18時30分～19時30分）
6月13日　
STOP安倍政権大集会
6月15日～6月24日までの平日　
国会前座り込み行動（10時00分～17時00分）
6月18日　
国会前行動（18時30分～19時30分）
6月24日(国会会期末)　
国会包囲行動（18時00分～）
※会期延長の場合はあらためて提起します
7月　9日　９の日宣伝

●かつての日本には徴兵制がありました。
●ある日突然、この赤紙（召集令状）がきたら、否応
なく戦場に行かねばなりませんでした。

●赤紙の裏面には「応召の心得」があり、拒否すれば
逮捕・処罰されることが明記されています。

●この赤紙は役場の兵事係が本人や家族に直接渡して
いました。

アメリカの起こす戦争に切れ目なく
参加

作家、1994年ノーベル
文学賞受賞

大江 健三郎さん

　いま私が子ども時代だっ
た戦争に突入にする時の空
気に似ていて、ものが言え
ない状況になってきていま
す。こういう時は、集会で
集まって多くの人に知らせ
ることと同時に、「安倍政
権のやり方には反対する」
と一人ひとりが心の底から
根拠をもって対話することが大切だと思います。
（2015年5月12日　「許すな！　戦争法案」集会にて）

経済学者、評論家　
埼玉大学名誉教授
てる　おか　　 いつ　　こ

まこと

暉 峻　淑 子さん

政府が国会提出する安全保障法制関連法案
平和安全法制整備法案
（※10本の現行法をひとまとめ）

①武力攻撃事態法（新設する存立危機事態に対応）
②米軍行動関連措置法（同）
③海上輸送規制法（同）
④捕虜取り扱い法（同）
⑤特定公共施設利用法（米軍以外の外国部隊も対象に）
⑥国家安全保障会議設置法（存立危機事態なども審
議対象に）

⑦周辺事態法（地理的概念をなくし重要影響事態安全確
保法として改正）

⑧船舶検査活動法（日本の安全と無関係な事態にも適用）
⑨自衛隊法（存立危機事態の関連規定新設など）
⑩PKO協力法（PKO以外の国際的活動にも参加可能に）

国際平和支援法案
（外国軍隊支援のため自衛隊を随時派遣可能に）

法
改
正

新
法

　安倍首相は、国会ではっ
きり説明をしないまま、ア
メリカ上下院で集団的自衛
権を行使して世界のあらゆ
る場所でアメリカの戦争に
積極的に参加し、そのため
の法律をつくると演説しま
した。私たちはこのことを
もっと批判することが大切

です。私たちの声を大きくして平和を守っていきま
しょう。 （2015年5月3日　憲法集会　横浜・臨港パークにて）
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